










種　　別

百 拾 円 拾銭 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

給与支払報告書
（特徴・普徴） 1 4 8 5 × 29,500 件 ＝ ￥ 4 3 8 0 7 5 0

百 拾 円 拾銭 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

給与支払報告書
（総括表） 2 8 6 × 9,000 件 ＝ ￥ 2 5 7 4 0 0

百 拾 円 拾銭 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

公的年金
支払報告書 1 2 2 1 × 100 件 ＝ ￥ 1 2 2 1 0

百 拾 円 拾銭 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

市民税・府民税
申告書 8 8 0 × 7,000 件 ＝ ￥ 6 1 6 0 0 0

百 拾 円 拾銭 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

確定申告書 1 1 0 0 × 4,200 件 ＝ ￥ 4 6 2 0 0 0
百 拾 円 拾銭 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

確定申告書
（分離） 1 1 0 0 × 150 件 ＝ ￥ 1 6 5 0 0

億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

￥ 5 7 4 4 8 6 0
#REF!
#REF!

合 計 見 積 金 額（消費税相当分含）
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電算処理にかかるパンチ業務委託仕様書 

 

 

１．業務名      電算処理にかかるパンチ業務委託 

 

２．業務委託期間 契約締結日から令和９年３月３１日まで 

ただし、契約締結日から令和８年１２月３１日までは、本業務の準備

及び習熟（引継ぎ）期間とする。 

 

３．業務開始日   令和９年１月１日 

 

４．作業場所    受託業者内 

         ただし本仕様書９－（２）の条件を満たすものとする 

 

５．委託内容 

（１）電算処理業務のための入力帳票を、パンチ入力による方法又はパンチ入力と AI-

OCR を用いた方法により電子データに変換する作業。なお、データのフォーマット

及びレイアウトは宇治市の指定したものとする。データ作成にあたっては、論理

チェックも含めて精度を担保するプロセスを構築すること。また、閉域網内にて運

用を行うこと。 

   以下の入力方法が可能な機器を使用し、納品物の作成を行うこと。 

 

1） パンチ入力による方法 

   必ずエントリー後にベリファイを行うものとする。本業務にいうエントリーとは

入力帳票の項目に記載された数字、カナ、記号等をパンチ仕様書に基づき入力し、

データ化することをいう。また、本業務にいうベリファイとは、データを再エン

トリーすることをいい、目視による確認は含まない。なお、エントリーとベリ

ファイで結果が異なる場合、ベリファイ担当者は、原票を基に再度エントリーす

る。その結果がエントリー担当者のものと一致すればその内容でエントリーし

（例１）、異なれば、ベリファイ担当者が当初ベリファイを含めて、同一内容の

エントリーを 3 回連続で行う（例２、例３）までエントリーする（下図参照）。 

 エントリー担当

者 

ベリファイ担当者 

1 回目 2 回目 3 回目 4 回目 

入
力
内
容 

例１ A（正） B（誤） A（正）   

例２ A（誤） B（正） B（正） B（正）   

例３ A（誤１） B（誤２） C（正） C（正） C（正） 

エントリーとベリファイはそれぞれ別の者が行う。 

 



2）パンチ入力と AI-OCR を用いた方法 

以下の 2 つのいずれかのパターンにより入力を行うこと。 

 

パターン 1）AI-OCR・ベリファイ 

・AI-OCR による読み取り 

１次入力。本業務にいう AI-OCR による読み取りとは入力帳票の項目に記載さ

れた数字、カナ、記号等をパンチ仕様書に基づき AI-OCR により読み取りを行

い、データ化することをいう。 

・ベリファイによる入力 

2 次入力。検査入力。AI-OCR による読み取った入力項目の全項目をベリファ

イ担当者が同じ入力帳票または入力帳票の画像データ（以下、「入力帳票

等」という。）を用いて入力する。 

なお、ベリファイを行う者の選定に当たっては、当該業務又は類似業務の相

当量を完了した実績を３年以上有する等、入力精度が高いと認められる者を

選定すること。 

・スーパーバイザー等による論理チェック 

AI-OCR の読み取り内容とベリファイの入力内容を突合し、ベリファイで修正

した結果を、ベリファイを行った者とは別の責任者（スーパーバイザー等）

が入力帳票等と入力内容の確認（論理チェック）を行い、データを作成する。 

パターン 2）AI-OCR・エントリー・コンペア 

・AI-OCR による読み取り 

１次入力 

・エントリーによる入力 

1 次入力 

・コンペア 

AI-OCR の読み取り内容とエントリーの入力内容を突合（コンペア）する。 

・ファイナルエントリーによる入力 

コンペアで相違した項目については、ファイナルエントリーにより修正する。

本業務にいうファイナルエントリーとは、検査入力のことで、エントリーを

行った者とは別の者が同じ入力帳票等を用いて再入力することをいう。 

なお、ファイナルエントリーを行う者の選定に当たっては、当該業務又は類

似業務の相当量を完了した実績を３年以上有する等、入力精度が高いと認め

られる者を選定すること。 

・スーパーバイザー等による論理チェック 

AI-OCR の読み取り内容、エントリーの入力内容及びファイナルエントリーの

入力内容が全く異なっている入力項目については、エントリー及びファイナ

ルエントリーを行った者とは別の責任者（スーパーバイザー等）が入力帳票

等と入力内容の確認（論理チェック）を行い、データを作成する。 

 



（２）入力帳票の回収及びパンチ入力後のデータ納品と入力帳票の返却。いずれも受け

渡し場所は税務課とする。 

 

６．パンチ業務を委託する帳票と予定件数 

・給与支払報告書（特徴・普徴）    ２９，５００件 

・給与支払報告書総括表         ９，０００件 

・公的年金支払報告書            １００件 

・市民税・府民税申告書         ７，０００件 

・確定申告書              ４，２００件 

・確定申告書（分離）            １５０件 

  

７．パンチ仕様等について 

  パンチ仕様書及び令和７年度パンチ実績件数については、別紙１および２を参照する

こと。法改正やシステム変更等によりパンチレイアウトを変更する必要が生じた際に

は、仕様について協議を行い、調整すること。 

 

８．パンチ業務の日程について 

  パンチ処理スケジュールについては、初回のパンチ処理開始までに年間の予定表を提

出するため、予定表で定められた期限までにパンチ処理を完了し、納品すること。 

  なお、おおよその処理スケジュールについては、別紙３を参照すること。 

最大、月１２回程度、月３０，０００件程度の受け渡しあり。 

  予定表提出後に、委託期間内におけるスケジュールが変更になる場合もあるため柔軟

に対応すること。 

   

９．個人情報の取扱いについて 

  受託者は、個人情報の適切な取扱いについて、プライバシーマークもしくはＩＳＯ２

７００１の認定を受けていること。 

  「宇治市個人情報の取扱いに関する特記仕様書」の規定を遵守し、適切に取り扱うこ

と。 

  「宇治市個人情報の取扱いに関する特記仕様書の項目遵守の確認表」の必須項目を満

たしていること。なお、本市は入札への参加表明時に受託者から提出された当該確認表

を基に、必要に応じ、受託者事務所内の現地調査を行い、その結果、必須項目が満たさ

れておらず本業務実施に支障があると判断した場合、契約を解除することがある。 

 

（１）入力帳票及びパンチデータの運搬について 

    入力帳票及びパンチ入力により電子データ化した個人情報（パンチデータ）の運搬

については、以下の条件をすべて満たすものとする。 

１） 入力帳票については、本仕様書８で定めた帳票受け渡し日の概ね午後１時から午

後２時の間に当課まで回収に来ること。 



２） 帳票は施錠ができる専用ケースに入れ運搬すること。 

３） 帳票運搬用の専用ケースは受託者が用意すること。 

４） 帳票等の運搬は受託者が直接雇用した者が四輪車で行うこと。 

５） 帳票等の運搬を行う者は、所属・氏名が分かるよう身分証を着用すること。 

６） 専用ケースの鍵は当課及び受託業者の事業所内で保管し、帳票等を運搬する際は

専用ケースを開錠できないようにすること。 

７） 受託者事業所内に持ち帰った専用ケースは、セキュリティが十分に担保された作

業場所で開錠し、当課に返却するまでは帳票をセキュリティ区域外では一切取り扱

わないこと。 

８） パンチデータは本市が用意する電子記憶媒体（ＵＳＢメモリー）を使用して運搬

すること。 

９）電子記憶媒体（ＵＳＢメモリー）は正・副の２つとし、どちらもデータの暗号化や

パスワード設定等適切なセキュリティ対策を行うこととする。 

１０）パンチデータを保存した正・副２つの電子記憶媒体（ＵＳＢメモリー）を本市に  

納品する際は、入力帳票運搬用の専用ケースに入れ運搬すること。 

１１）パンチ入力が終了した帳票については、本仕様書８で定めたデータ受け渡し日の 

概ね午前１０時から午前１１時の間にパンチデータと合わせて当課まで納品するこ

と。ただし、帳票回収日と同日の場合は、１）で定めた時間帯で回収と納品を行っ

てもよいこととする。 

１２)その他、運搬については、事前に本市に承諾を得た方法で行う等、最大限の注意を

払い行うこと。 

 

（２）作業場所について 

  受託業務は、受託者の事業所内で以下の条件をすべて満たす場所で行うものとする。

なお、作業場所は、本市が急遽入力帳票の回収及びデータの納品を依頼した場合でも２

時間以内に駆けつけることができる範囲内とする。 

１）人または機械により建物自体に２４時間の警備体制がとられていること。 

２）作業場所への入退室については、個人別ＩＣカード等の機械により管理されており、

入退室記録の確認ができること。 

３）作業場所は防犯カメラ等で監視されていること。 

４）作業場所への私物の持込みは行わないこと。 

５）作業場所への電子記憶媒体の持込みが台帳等で管理されていること。 

６）作業場所に持ち帰った入力帳票は、業務が完了し、本市に返却するまで作業場所か

ら一切持ち出さないこと。 

 

（３）個人情報の取扱い及び保管について 

  個人情報の取扱い及び保管は、以下の通り行うものとする。 

１）受託者作業室内においては施錠可能なロッカー等に鍵をかけて保管すること。 

２）パンチデータには外部から一切アクセスができないこと。 



３）パンチデータを取り扱う端末・サーバーにはウィルス対策がなされていること。 

４）パンチデータを取り扱う端末・サーバーに電子記憶媒体を接続する際はウィルス

チェックを行うこと 

５）入力帳票、パンチデータ及び入力帳票の画像データはいかなる所へも電送しないこ

と。 

６）個人情報を取扱うサーバーやパソコンにアクセスした者が特定できること。 

７）契約終了後は個人情報（入力帳票の画像データを含む）を判読不可能な状態に消去

または廃棄すること。なお、個人情報の消去又は廃棄には本市職員が立ち会う場合

がある。 

 

１０．準備・習熟期間について 

  契約日から業務開始日までの間を業務の準備及び習熟期間とする。受託者は、この期

間中にパンチプログラムの開発等の準備を行うとともに、本市が提供するテスト用入力

帳票を用いて１か月分程度のテストパンチを行い、パンチルール等について十分に確認

を行うこと。パンチルール等について不明な点等が判明した際には、本市と協議し調整

を行うこと。 

 

１１．委託料の支払方法 

準備・習熟期間終了後、毎月１日から月末までにパンチ入力を行った数量に単価を乗

じた額を受託者からの請求に応じて支払うものとし、円未満の端数が生じる場合は切り

捨てる。 

 

１２．その他 

１）本業務委託契約は、業務の性格上、年度単位での切り分けができない業務がある。

このため、本業務委託が業務の途中からスタートすることがあるので注意すること。 

２）作業員は受託者が直接雇用した者であること。 

３）パンチ入力に必要なプログラムは受託者の責任で作成すること。 

 ４）業務習熟にあたっては、受託者は本市の求めに応じて責任をもって対応すること。 

 ５）受託者は、月毎・年度毎に、入力処理件数の報告書を提出すること。 

 ６）パンチ成果物及び、業務遂行のために必要な情報（パンチプログラム、作業スケ

ジュール、パンチ実施者分担表、パンチ指示書及びパンチマニュアル等）もすべて

市に帰属する。 

 ７）パンチ入力を行うにあたり疑義等が生じた場合には、原則として本市担当者に問い

合わせることとする。ただし、事前に取り決めた内容の場合は付箋等で対応するこ

と。 

 ８）法改正やシステム変更等によりパンチレイアウトを変更する必要が生じた際には、

仕様について協議を行い、調整すること。なお、パンチレイアウトの変更及びそれ

に伴うパンチプログラム変更は年１回程度を想定している。 









宇治市個人情報の取扱いに関する特記仕様書（作業用） 

 

（基本的事項） 

第1条 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務を実施するに当

たっては、宇治市情報セキュリティポリシー及び関係法令等の規定に従い、個人の権利

利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適切に行わなければならない。ま

た、庁舎外での個人情報の取り扱いが発生する場合には、受注者は、別途定める「個人

情報の取扱いに関する特記仕様書の項目遵守の確認表」（作業用）で確認した項目を遵

守しなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第2条 受注者は、この契約の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第三者に漏

らしてはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

2 受注者は、この契約に関わる業務を実施する作業責任者（以下、「責任者」という。）

及び作業従事者（以下、「従事者」という。）に対して、秘密保持に関する誓約書を

提出させなければならない。 

 

（責任体制の整備） 

第3条 受注者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体

制を維持しなければならない。 

 

（責任者及び従事者） 

第4条 受注者は、責任者及び従事者を定め、前条の責任体制とともに、あらかじめ発注者

に届け出なければならない。これらを変更しようとするときも、同様とする。 

2 受注者は、責任者及び従事者を変更する場合の手続きを定めなければならない。 

3 責任者は、特記仕様書に定める事項を適切に実施するよう従事者を監督しなけれ

ばならない。 

4 従事者は、責任者の指示に従い、特記仕様書に定める事項を遵守しなければならな

い。 

 

（従事者への周知及び監督） 

第5条 受注者は、この契約による事務に従事している者に対し、在職中はもとより退職後

においても、その事務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使

用してはならないこと、これに違反した場合は、個人情報の保護に関する法律（平成 15

年法律第 57号）により罰則が適用される場合があることなど、個人情報の保護のため

に必要な事項を周知するとともに、個人情報の適正管理の徹底が図られるよう、必要か



つ適切な監督を行わなければならない。 

 

（派遣労働者等に関する措置） 

第6条 受注者は、この契約による業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働

者（以下、「派遣労働者等」という。）に行わせる場合は、派遣労働者等に本契約に基づ

く一切の義務を遵守させなければならない。 

2 受注者は、発注者に対して、派遣労働者等の全ての行為及びその結果について責任

を負うものとする。 

 

（教育及び研修） 

第7条 受注者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、従事者が遵守

すべき事項その他この契約による業務の適切な履行に必要な教育及び研修を、従事者

全員に対して実施しなければならない。 

2 受注者は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体制

を確立しなければならない。 

 

（再委託） 

第8条 受注者は、発注者が承諾した場合を除き、この契約にかかる業務を自ら行うことと

し、第三者（受注者の子会社（会社法（平成 17年法律第 86号）第 2条第 1項第 3号に

規定する子会社をいう。）である場合も含む。）へ業務を委託（以下「再委託」という。）

してはならない。 

2 受注者は、業務の一部をやむを得ず再委託する必要がある場合又は再委託の内容

を変更しようとする場合には、あらかじめ次の各号に揚げる項目を記載した書面

を発注者に提出して発注者の承諾を得なければならない。 

(1) 再委託を行う業務の内容 

(2) 再委託で取り扱う情報 

(3) 再委託の期間 

(4) 再委託が必要な理由 

(5) 再委託の相手方（名称、代表者、所在地及び連絡先） 

(6) 再委託の相手方における責任体制並びに責任者及び従事者 

(7) 再委託の相手方に求める個人情報保護措置の内容（契約書等に規定されたも

のの写し） 

(8) 再委託の相手方の監督方法 

3 前項の場合、受注者は、再委託の相手方にこの契約に基づく一切の義務を遵守させ

るとともに、受注者と再委託の相手方との契約内容にかかわらず、発注者に対して

再委託の相手方による全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 



4 受注者は、再委託契約において、再委託の相手方に対する監督及び情報の安全管理

の方法について具体的に規定しなければならない。 

5 受注者は、この契約による業務を再委託した場合、その履行を管理・監督するとと

もに、発注者の求めに応じて、その状況等を発注者に適宜報告しなければならない。 

 

（目的以外の使用及び第三者への提供の禁止） 

第9条 受注者は、この契約による業務を処理するため取得し、若しくは作成した情報（情

報の全部又は一部を複写等した他の媒体を含む。以下同じ。）又は発注者から引き渡さ

れた情報を発注者の指示又は承諾を得ることなくこの契約の目的以外に使用し、又は

第三者に提供してはならない。 

 

（複写及び複製の禁止） 

第10条 受注者は、データバックアップを除き、この契約による業務を処理するため発注

者から引き渡しを受け、又は受注者自らが収集し、若しくは作成した情報が記録された

資料等を、発注者の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

 

（適正管理） 

第11条 受注者は、この契約による事務を処理するため発注者から引き渡しを受け、又は受

注者自らが収集し、若しくは作成した情報の滅失及び毀損の防止に関する措置を講じ

なければならない。 

 

（作業場所の特定） 

第12条 受注者は、個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、あらか

じめ発注者に届け出し必要に応じその場所を発注者及び責任者の立ち会いのもと事前

に確認し承認を得なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

2 受注者は、発注者の事務所内に作業場所を設置する場合は、責任者及び従事者に対

して、受注者が発行する従事者である証明書を常時携帯させ、事業者名が分かるよ

うにしなければならない。 

 

（個人情報の管理） 

第13条 受注者は、業務において利用する個人情報を保持している間は、次の各号の定める

ところにより、個人情報の管理を行わなければならない。 

(1) 施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室で厳重に個

人情報を保管すること。また、これらの設備の設置状況を発注者に報告するこ

と。 

(2) 発注者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所か



ら持ち出さないこと。 

(3) 発注者の承諾を得て個人情報を電子データで持ち出す場合は、電子データの

暗号化処理又はこれと同等以上の保護措置を施すこと。 

(4) 事前に発注者の承認を受けた作業場所で、かつ業務に必要最小限の範囲で行

う場合を除き、個人情報を複製又は複写しないこと。 

(5) 個人情報を移送する場合、移送時の体制を明確にすること。 

(6) 個人情報を電子データで保管する場合、当該データが記録された媒体及びそ

のバックアップの保管状況並びに記録されたデータの正確性について、定期

的に点検すること。 

(7) 個人情報を管理するための台帳を整備し、個人情報の利用者、保管場所その他

の個人情報の取扱いの状況を当該台帳に記録すること。 

(8) 個人情報の紛失、漏えい、改ざん、破損その他の事故（以下「個人情報の漏え

い等の事故」という。）を防ぎ、真正性、見読性及び保存性の維持に責任を負

うこと。 

(9) 作業場所に、私用パソコン、私用外部記録媒体その他の私用物を持ち込ませな

いこと。 

(10)個人情報を利用する作業を行うパソコンに、個人情報の漏えいにつながると

考えられる業務に関係のないアプリケーションをインストールしないこと。 

 

（受渡し・運搬） 

第14条 受注者は、発注者受注者間の個人情報の受渡し・運搬に関しては、電子メールやフ

ァクスは用いず、原則発注者及び受注者の職員の立ち会いのもと受注者の責任で発注

者が指定した手段、日時及び場所で行うものとし、その経費は受注者の負担とする。そ

の際発注者に個人情報の預り証を提出しなければならない。 

 

（個人情報の帰属及び返還、廃棄又は消去） 

第15条 発注者から引き渡された個人情報のほか、この契約による業務を処理するために

発注者の指定した様式により、及び発注者の名において、受注者が取得し、作成し、加

工し、複写し、又は複製等した個人情報は、発注者に帰属するものとする。 

2 受注者は、委託業務完了時に、発注者の指示に基づいて、前項の個人情報を返還し、

廃棄し、又は消去しなければならない。 

3 受注者は、第 1 項の個人情報を返還する場合は、全ての資料（資料名称や情報項

目、媒体名、数量等の内容がわかるもの）の明細とともに返還し、複製された資料

等がないことを証する書面を発注者に提出しなければならない。 

4 受注者は、第 1項の個人情報を廃棄、又は消去する場合、当該個人情報が記録され

た電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読及び復元できないよ



うに確実な方法で廃棄し、又は消去しなければならない。 

5 受注者は、第 1項の個人情報を廃棄し、又は消去した時は、完全に廃棄し、又は消

去した旨の証明書（情報項目、媒体名、数量、廃棄若しくは消去の方法、責任者、

廃棄又は消去の年月日が記載された書面）を発注者に提出しなければならない。 

6 受注者は、廃棄又は消去に際し、発注者から立会いを求められたときはこれに応じ

なければならない。 

 

（事故発生時の対応） 

第16条 受注者は、この契約による業務の処理に関して個人情報の漏えい等の事故が発生

し、又は発生するおそれがある場合は、その事故等に係る帰責の有無に関わらず、直ち

に発注者に対して、当該個人情報の漏えい等の事故に係る個人情報の内容、数量、発生

場所、発生状況等を報告し、その指示に従わなければならない。 

2 受注者は、前項の個人情報の漏えい等の事故が発生し、又は発生するおそれがある

場合に備え、発注者その他の関係者との連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、

再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するために、緊急時対応計画を定めなけれ

ばならない。 

3 発注者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて

当該事故に関する情報を公表することができる。 

4 受注者は、発注者と協議の上、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点

から、可能な限り当該個人情報の漏えい等の事故に係る事実関係、発生原因及

び再発防止策の公表に努めなければならない。 

 

（定期報告及び緊急時報告） 

第17条 発注者は、この契約による業務の処理に伴う個人情報の取扱いについて、本特記仕

様書の遵守状況を確認するために必要な範囲で、受注者に対して定期的に報告を求め

ることができる。この場合において、発注者が本特記仕様書に定める義務等を遵守さ

せるために必要な指示をしたときは、受注者は、当該指示に従い速やかに是正措置

を講じ、その内容を遅滞なく発注者に報告しなければならない。 

2 受注者は、個人情報の取扱いの状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定

めなければならない。 

3 発注者は、必要があると認めるときは、この契約による業務の処理に伴う個人情報

の取扱いの状況について、受注者に報告させ、又は随時実地に調査することができ

るものとする。 

 

（監査及び検査） 

第18条 発注者は、この契約による業務の処理に係る個人情報の取扱いについて、本特記仕



様書に定める措置が講じられているかどうか検証し、及び確認するため、受注者及び再

委託先に対して、監査又は検査を行うことができる。 

2 発注者は、前項の目的を達するため、受注者に対して必要な情報を求め、又はこの

契約による業務の処理に関して必要な指示をすることができる。 

 

（契約解除） 

第19条 発注者は、受注者が本特記仕様書に定める義務をはたさない場合は、この契約によ

る業務の全部又は一部を解除することができるものとする。 

2 受注者は、前項の規定による契約の解除により損害を被った場合においても、発注

者にその損害の賠償を請求することはできない。 

 

（損害賠償） 

第20条 受注者の故意又は過失を問わず、本特記仕様書に定める義務に違反し、又は怠った

ことにより発注者が損害を被った場合には、発注者にその損害を賠償しなければなら

ない。 



記入欄の☆印は確認の必須項目とする

1 1 ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）の認証を取得していますか

□ はい □ いいえ

プライバシーマークの認証を取得していますか

□ はい □ いいえ

2 1
☆

□ はい □ いいえ

2
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ はい □ いいえ

3 1
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

2

□ はい □ いいえ

3 ☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

責任者及び従事者から取得した誓約書は、保存され、参照できるようになっていますか

□ はい □ いいえ

□ はい □ いいえ

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

その罰則規定を、正社員だけでなく非正社員にも適用していますか

□ はい □ いいえ

（いいえを選択した場合）

誓約書を取得していない理由を記述してください

　受注者は、この
契約の履行により
直接又は間接に知
り得た個人情報を
第三者に漏らして
はならない。この契
約が終了し、又は
解除された後にお
いても、同様とす
る。

委託された業務の履行にあたり、直接又は間接的に知り得た個人情報を第三者に漏洩してはいけないこと
を、個人情報取扱いに係る責任者及び従事者に教育又は周知をしていますか

個人情報取扱いに係る責任者及び従業者に対する秘密保持に関する教育又は周知の結果を記録していま
すか

2　受注者は、本委
託業務に関わる責
任者及び従事者に
対し秘密保持に関
する誓約書を提出
させなければなら
ない。

秘密保持に関する誓約書を個人情報取扱いに係る責任者及び従事者から取得していますか

秘密保持に関する誓約書には、在職中及び職を退いた後も、職務上知り得た秘密を漏らしてはならないこと
を明記していますか

故意または過失により、秘密保持に関する誓約書に違反し、事故を招いてしまった場合の罰則について、社
内ルール等に定めていますか

宇治市個人情報の取扱いに関する特記仕様書の項目遵守の確認表（作業用）

項番 点検項目 参照条文 記入欄

第１条
基本的事
項

受注者は、個人情
報の保護の重要性
を認識し、この契約
による業務を実施
するに当たっては、
個人の権利利益を
侵害することがな
いよう、個人情報
の取扱いを適正に
行わなければなら
ない。

本委託業務の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することがないよう、個人情報の取扱いを適正に行
わなければならないことを理解していますか

本委託業務の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することがないよう、個人情報の取扱いを適正に行
わなければならないことを従事者に周知し、理解させていますか

理解させた本委託業務の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することがないよう、個人情報の取扱い
を適正に行わなければならないことを従事者に周知し、理解させた結果を記録していますか

第２条
秘密の保
持

1



記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

4 1 ☆ 個人情報の保護に関する体制を維持することを社内ルール等に定めていますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 個人情報管理体制を表す体制図、体制表等

□ 個人情報を取り扱う業務が体制に沿って行われたことを示す報告書等

□ 個人情報管理体制について記述されている研修資料や個人情報管理体制を周知した文書

□ 個人情報管理体制を維持するための会議体の議事録等

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

2

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 経営者の見直し活動に関する議事録等

□ 経営者の見直し活動の結果に対して、対策が行われた際の報告書等

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

3

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのような体制を整備していますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ 苦情及び相談を受け付ける事が、社内ルール等により定められている

□ 苦情処理窓口を設置している

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

5 1 ☆ 個人情報取扱いに係る責任者を定めることができますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 個人情報取扱いに係る責任者の責任を明確にした文書等を作成している

□ 個人情報取扱いに係る責任者を責任部門の長にしている

□

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

2 ☆ 個人情報取扱いに係る従事者を定めることができますか

□ はい □ いいえ

3 ☆

□ はい □ いいえ

（いいえを選択した場合）

書面以外の届け出可能な方法または報告できない理由を具体的に記入ください

第３条
責任体制
の整備

受注者は、個人情
報の安全管理につ
いて、内部におけ
る責任体制を構築
し、その体制を維
持しなければなら
ない。

個人情報の保護に関する体制を維持するための規定の適用及び運用を行った際の成果物として、どのよう
なものが保存されていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

個人情報の保護に関する体制の維持に対して、経営層がその活動を支援していますか

 受注者は、責任者
及び従事者を定
め、前条の責任体
制とともに、あらか
じめ発注者に届け
出なければならな
い。これらを変更し
ようとするときも、
同様とする。

個人情報の保護に関する体制の維持に対して、経営層がその活動を支援した記録として、どのようなものが
保存されていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

個人情報の取扱いに関する苦情処理の体制を整備していますか

第４条
責任者等
の届出

個人情報取扱いに係る責任者の特定について、どのようなことが行われていますか。以下のうち当てはまる
項目すべてにチェックしてください

個人情報取扱いに係る責任者を個人情報の保護に関する知識を有していると考えられる担当者にして
いる

個人情報取扱いに係る責任者及び従事者を発注者に書面により報告することができますか

2



記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

4 ☆

□ はい □ いいえ

5
☆

□ はい □ いいえ

6

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ はい □ いいえ

7 ☆ 個人情報取扱いに係る作業の責任者、従事者を変更する場合の手続きが定められていますか

□ はい □ いいえ

8 ☆ 個人情報の取扱いに係る従事者の管理・監督を行うことができますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 作業指示書等の作業内容を指示している書類等

□ 作業完了報告等の作業結果を報告させ、承認している書類等

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

6 1

☆

□ はい □ いいえ

2

☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ はい □ いいえ

3

☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ はい □ いいえ

個人情報の取扱体制図等や従事者の名簿情報を更新した記録を残すことができますか

個人情報取扱いに係る責任者を明確にした、個人情報の取扱体制図又は体制表等を作成することができま
すか

 受注者は、責任者
及び従事者を定
め、前条の責任体
制とともに、あらか
じめ発注者に届け
出なければならな
い。これらを変更し
ようとするときも、
同様とする。

第５条
従事者へ
の周知及
び監督

2　受注者は、責任
者及び従事者を変
更する場合の手続
きを定めなければ
ならない。

第４条
責任者等
の届出

3　責任者は、特記
仕様書に定める事
項を適切に実施す
るよう従事者を監
督しなければなら
ない。
4　従事者は、責任
者の指示に従い、
特記仕様書に定め
る事項を遵守しな
ければならない。

個人情報の取扱いに係る従事者を監督した結果として、どのようなものを保存することができますか。以下の
うち当てはまる項目すべてにチェックしてください

個人情報取扱いに係る作業の責任者及び従事者を変更する場合、変更する前に発注者に届け出をすること
ができますか

個人情報の取扱体制に変更があった場合、個人情報の取扱体制図等や従事者の名簿情報を適宜更新する
ことができますか

受注者は、この契
約による事務に従
事している者に対
し、在職中はもとよ
り退職後において
も、その事務に関し
て知り得た個人情
報を他人に知ら
せ、又は不当な目
的に使用してはな
らないこと、これに
違反した場合は、
個人情報の保護に
関する法律（平成１
５年法律第５７号）
により罰則が適用
される場合がある
ことなど、個人情報
の保護のために必
要な事項を周知す
るとともに、個人情
報の適正管理の徹
底が図られるよう、
必要かつ適切な監
督を行わなければ
ならない。

本委託業務において利用する個人情報について、個人情報の適正管理の徹底が図られるよう、必要かつ適
切な監督を行わなければならないことを理解していますか

本委託業務において利用する個人情報について、在職中はもとより退職後においても、その事務に関して知
り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことを従事者に周知し、理解させて
いますか

本委託業務において利用する個人情報について、在職中はもとより退職後においても、その事務に関して知
り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことを従事者に周知させ、理解させ
た結果を記録していますか

本委託業務において利用する個人情報について、違反した場合は、個人情報の保護に関する法律（平成15
年法律第57号）により罰則が適用される場合があることを従事者に周知し、理解させていますか

本委託業務において利用する個人情報について、違反した場合は、個人情報の保護に関する法律（平成15
年法律第57号）により罰則が適用される場合があることを従事者に周知させ、理解させた結果を記録していま
すか

3



記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

7 1
☆

□ はい □ いいえ

2
☆

□ はい □ いいえ

3
☆

□ はい □ いいえ

（いいえを選択した場合）

8 1
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのような研修を実施していますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□

□ 情報セキュリティ教育は外部の研修サービスを利用している

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

教育を行っている時期を記述してください

教育内容として、個人情報保護に関する社内ルールに違反した場合の罰則規定を含めていますか

□ はい □ いいえ

教育内容が分かる資料を添付し、そのドキュメント名を記述してください

□ はい □ いいえ

2
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのような研修を実施していますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□

□ 情報セキュリティ教育は外部の研修サービスを利用している

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

3 教育を行っている時期を記述してください

4 教育内容として、個人情報保護に関する社内ルールに違反した場合の罰則規定を含めていますか

□ はい □ いいえ

5 教育内容として、責任者が負うべき責任と守るべき行動規範について盛り込まれていますか

□ はい □ いいえ

第６条
派遣労働
者等に関
する措置

1 　受注者は、この
契約による業務を
派遣労働者、契約
社員その他の正社
員以外の労働者
（以下、「派遣労働
者等」という。）に行
わせる場合は、派
遣労働者等に本契
約に基づく一切の
義務を遵守させな
ければならない。

2 　受注者は、発
注者に対して、派
遣労働者等の全て
の行為及びその結
果について責任を
負うものとする。

派遣労働者等に対しても受注者が発注者と合意した内容の義務を遵守させなければならないことを理解して
いますか

個人情報取扱いに関しては、派遣労働者等の全ての行為及びその結果について受注者が責任を負うことを
理解していますか

派遣労働者等から、正社員と同様の秘密保持に関する誓約書を取得していますか

誓約書を取得していない理由を記述してください。また誓約書を取得していないことの代替策を提示してくださ
い

第７条
教育の実
施

受注者は、個人情
報の保護、情報セ
キュリティに対する
意識の向上、従事
者が遵守すべき事
項その他この契約
による業務の適切
な履行に必要な教
育及び研修を、従
事者全員に対して
実施しなければな
らない。
2　受注者は、前項
の教育及び研修を
実施するに当たり、
実施計画を策定
し、実施体制を確
立しなければなら
ない。

情報セキュリティに対する意識向上を図るための教育を、個人情報取扱いに係る従事者に対して実施してい
ますか

情報セキュリティ教育は社内研修やＯＪＴ（※）の一環として実施している　（※OJT:仕事中、仕事遂行を
通して訓練をすること）

個人情報取扱いに係る従事者への教育実施の結果が記録されていますか

情報セキュリティに対する意識向上を図るための教育を、個人情報取扱いに係る責任者に対して実施してい
ますか

情報セキュリティ教育は社内研修やＯＪＴ（※）の一環として実施している　（※OJT:仕事中、仕事遂行を
通して訓練をすること）

4



記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

6

□ はい □ いいえ

7 教育内容についての資料を添付し、そのドキュメント名を記述してください

8 個人情報取扱いに係る責任者への教育実施の結果が記録されていますか

□ はい □ いいえ

9

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 冊子等で配布している

□ 社内サイトに公開するなど、従業者がいつでも参照できるようにしてある

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

10 セキュリティに関する最新情報が、従事者に適切に周知される体制や制度が存在しますか

□ はい □ いいえ

11

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのような選定基準を定めていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ 従事者への教育の実施責任者は個人情報取扱いに係る責任者である

□ 従事者への教育の実施責任者は情報セキュリティに関する知識を十分に有した者である

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

12 ☆ 情報セキュリティに関する教育及び研修を適切なタイミングで実施していますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのようなタイミングで策定していますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ 契約期間のうち業務開始前、業務履行中に各1回

□ 契約期間内で1回

□ 社内プログラムとして年度内に1回

□ その他　　（時期や頻度を具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

教育内容として、責任者の指揮下で個人情報保護が侵害された場合の責任者の対応方法について盛り込ま
れていますか

セキュリティポリシーやガイドライン等で、受注者が定める個人情報保護の指針を、従事者へ周知しています
か

どのように従事者へ周知していますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

情報セキュリティに対する意識向上を図るための教育を実施する担当者の選定基準を定めていますか

第７条
教育の実
施

受注者は、個人情
報の保護、情報セ
キュリティに対する
意識の向上、従事
者が遵守すべき事
項その他この契約
による業務の適切
な履行に必要な教
育及び研修を、従
事者全員に対して
実施しなければな
らない。
2　受注者は、前項
の教育及び研修を
実施するに当たり、
実施計画を策定
し、実施体制を確
立しなければなら
ない。

5



記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

9 1 ☆

□ はい □ いいえ

2
☆

・再委託を行う業務の内容

・再委託で取り扱う情報

・再委託の期間

・再委託が必要な理由

・再委託の相手方における責任体制並びに責任者及び従事者

・再委託の相手方に求める個人情報保護措置の内容（契約書等に規定されたものの写し）

・再委託の相手方の監督方法

□ はい □ いいえ

3
☆

□ はい □ いいえ

4
☆

□ はい □ いいえ

5
☆

□ はい □ いいえ

6 ☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのようなことを定めていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ ISMSやプライバシーマーク等の認定を受けた事業者のみが選定されることになっていること

□ 委託先の選定基準が明確になっており、委託前に事業者の調査を実施しなければならないこと

□ 委託先の選定基準が定期的に見直されること

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

7 ☆ 提供された個人情報を取り扱う業務に関して再委託を行いませんか

□ はい（行わない） □ いいえ（行う）

（いいえを選択した場合）

8
☆

□ はい □ いいえ

9 再委託を行う理由を記述してください

10

□ はい □ いいえ

再委託先にも、受注者が発注者と合意した内容と同様の個人情報保護対策が必要であることを、再委託先と
契約書等の明文化された書面等で合意することができますか

第８条
再委託

（再委託）
第8条　受注者は、
発注者が承諾した
場合を除き、この
契約にかかる業務
を自ら行うことと
し、第三者（受注者
の子会社（会社法
（平成17年法律第
86号）第2条第1項
第3号に規定する
子会社をいう。）で
ある場合も含む。）
へ業務を委託（以
下「再委託」とい
う。）してはならな
い。
2　受注者は、業務
の一部をやむを得
ず再委託する必要
がある場合又は再
委託の内容を変更
しようとする場合に
は、あらかじめ次
の各号に揚げる項
目を記載した書面
を発注者に提出し
て発注者の承諾を
得なければならな
い。
(1)再委託を行う業
務の内容
(2)再委託で取り扱
う情報
(3)再委託の期間
(4)再委託が必要な
理由
(5)再委託の相手
方（名称、代表者、
所在地及び連絡
先）
(6)再委託の相手
方における責任体
制並びに責任者及
び従事者
(7)再委託の相手
方に求める個人情
報保護措置の内容
（契約書等に規定
されたものの写し）
(8)再委託の相手
方の監督方法
3　前項の場合、受
注者は、再委託の
相手方にこの契約
に基づく一切の義
務を遵守させるとと
もに、受注者と再
委託の相手方との
契約内容にかかわ
らず、発注者に対
して再委託の相手
方による全ての行
為及びその結果に
ついて責任を負う
ものとする。

発注者から委託された個人情報を取り扱う業務の再委託が原則禁止であることを理解していますか

やむを得ず発注者から委託された個人情報を取り扱う業務の再委託を行う場合、次の事項を明確にしなけれ
ばならないことを理解していますか

・再委託の相手方（名称、代表者、所在地及び連絡先）

やむを得ず発注者から委託された個人情報を取り扱う業務の再委託を行う場合、発注者の承認を得なけれ
ばならないことを理解していますか

発注者の許可を受けて再委託を行う場合には、再委託先にも発注者と合意した内容と同様の情報セキュリ
ティ対策を求めることが必要であることを理解していますか

発注者の許可を受けて再委託を行う場合には、受注者が再委託先の全ての行為及びその結果について責
任を負わなければならないことを理解していますか

個人情報を取り扱う業務の再委託先の選定方法や選定基準について、社内ルール等に定めていますか

受注者が再委託を行うことについて責任と責務を負うことを理解したうえで、発注者に承認を求めることがで
きますか

6



記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

11 再委託先の個人情報保護対策に関する実施状況の確認を行うことができますか

□ はい □ いいえ

□ 定期的に、受注者担当者が実地により対策状況の確認を実行する

□ 定期的に、再委託先の担当者に対策状況の確認を実行させる

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

12

□ はい □ いいえ

13 再委託先の責任者及び従事者から秘密保持に関する誓約書を取得することができますか

□ はい □ いいえ

□ はい □ いいえ

14 再委託先への個人情報の受渡しを対面により行うことができますか

□ はい □ いいえ

（いいえを選択した場合）

どのような方法で行いますか

15

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのような措置を実施できますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ 個人情報ファイルを暗号化した状態で媒体へ記録する

□ （ＰＣに保存されたものを持ち出す場合）ＢＩＯＳレベルのユーザ認証をする

□ （ＰＣに保存されたものを持ち出す場合）ハードディスクを暗号化する

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

16

□ はい □ いいえ

17

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのような内容の確認をしますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ 複製が無い場合の廃棄又は消去の方法

□ 複製が有る場合の廃棄又は消去の方法

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（「はい」を選択した場合）

再委託先の個人情報保護対策状況の確認に関して、以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてくださ
い

第８条
再委託

（再委託）
第8条　受注者は、
発注者が承諾した
場合を除き、この
契約にかかる業務
を自ら行うことと
し、第三者（受注者
の子会社（会社法
（平成17年法律第
86号）第2条第1項
第3号に規定する
子会社をいう。）で
ある場合も含む。）
へ業務を委託（以
下「再委託」とい
う。）してはならな
い。
2　受注者は、業務
の一部をやむを得
ず再委託する必要
がある場合又は再
委託の内容を変更
しようとする場合に
は、あらかじめ次
の各号に揚げる項
目を記載した書面
を発注者に提出し
て発注者の承諾を
得なければならな
い。
(1)再委託を行う業
務の内容
(2)再委託で取り扱
う情報
(3)再委託の期間
(4)再委託が必要な
理由
(5)再委託の相手
方（名称、代表者、
所在地及び連絡
先）
(6)再委託の相手
方における責任体
制並びに責任者及
び従事者
(7)再委託の相手
方に求める個人情
報保護措置の内容
（契約書等に規定
されたものの写し）
(8)再委託の相手
方の監督方法
3　前項の場合、受
注者は、再委託の
相手方にこの契約
に基づく一切の義
務を遵守させるとと
もに、受注者と再
委託の相手方との
契約内容にかかわ
らず、発注者に対
して再委託の相手
方による全ての行
為及びその結果に
ついて責任を負う
ものとする。

再委託先の個人情報保護対策状況が発注者と合意した内容と同様であるかの確認を行った結果を記録に残
すことができますか

（はいを選択した場合）

秘密保持に関する誓約書には、在職中及び職を退いた後も、職務上知り得た秘密を漏らしてはならないこと
が明記されていますか

個人情報が保存された電子媒体を外部委託先に持ち出す場合、データ保護措置を実施することができます
か

再委託先において、提供した個人情報の廃棄又は消去が行われる際は、受注者担当者が立会うことができ
ますか

再委託先において発注者の指定した方法に応じて情報の廃棄又は消去を適切に実施していることを、受注
者が確認することができますか

7



記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

18
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

19 ☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

再委託先に対する情報セキュリティ対策状況の確認を行った結果を記録することができますか

□ はい □ いいえ

20

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 契約の解除等の措置を講じる

□ 改善の指示を出した後、改善がなされない場合は契約の解除等の措置を講じる

□ 改善の指示を出す

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ はい □ いいえ

21 ☆ 再委託先に対する情報セキュリティ対策状況の報告を、発注者に対して行うことができますか

□ はい □ いいえ

10 1
☆

□ はい □ いいえ

2
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ はい □ いいえ

3 ☆ 本委託業務において個人情報を収集する場合について、その目的を明確にしますか

□ はい □ いいえ

（いいえを選択した場合）

個人情報を収集する場合について、その目的を明確にしない理由を記述してください

本委託業務において個人情報を収集する場合について、その目的を明確にし必要最小限のものとしなけれ
ばならないことを理解していますか

本委託業務において利用する個人情報について、受託業務外での利用が禁止であることを従事者に周知
し、理解させていますか

本委託業務において個人情報を収集する場合について、その目的を明確にし必要最小限のものとしなけれ
ばならないことを従事者に周知させ、理解させた結果を記録していますか

第９条
目的外収
集・利用
の禁止

　受注者は、この
契約による業務を
処理するため取得
し、若しくは作成し
た情報（情報の全
部又は一部を複写
等した他の媒体を
含む。以下同じ。）
又は発注者から引
き渡された情報を
発注者の指示又は
承諾を得ることなく
この契約の目的以
外に使用し、又は
第三者に提供して
はならない。

4　受注者は、再委
託契約において、
再委託の相手方に
対する監督及び情
報の安全管理の方
法について具体的
に規定しなければ
ならない。

再委託事業者に対する管理及び監督の手続き及び方法について、社内ルール等に具体的に定めています
か

再委託事業者に対する管理及び監督の手続き及び方法について具体的に規定された資料のコピー等を提
出してください。また、当該資料の名称及び参照箇所を下記に記述してください

第８条
再委託

5　受注者は、この
契約による業務を
再委託した場合、
その履行を管理・
監督するとともに、
発注者の求めに応
じて、その状況等
を発注者に適宜報
告しなければなら
ない。

再委託先に対する情報セキュリティ対策状況の確認を行うことができますか

再委託先に対する情報セキュリティ対策状況の確認結果に応じて、必要な対応を行うことができますか

どのような対策を実施していますか。以下のうち当てはまる項目一つをチェックしてください

再委託先に対する情報セキュリティ対策状況の確認結果に応じて、対応した結果を記録しますか
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記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

4
☆

□ はい □ いいえ

5
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ はい □ いいえ

11 1
☆

□ はい □ いいえ

2
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ はい □ いいえ

12 1
☆

□ はい □ いいえ

2
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ はい □ いいえ

13 1
☆

□ はい □ いいえ

☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ はい □ いいえ

第９条
目的外収
集・利用
の禁止

　受注者は、この
契約による業務を
処理するため取得
し、若しくは作成し
た情報（情報の全
部又は一部を複写
等した他の媒体を
含む。以下同じ。）
又は発注者から引
き渡された情報を
発注者の指示又は
承諾を得ることなく
この契約の目的以
外に使用し、又は
第三者に提供して
はならない。

受注者は、データ
バックアップを除
き、この契約による
事務を処理するた
め発注者から引き
渡しを受け、又は
受注者自らが収集
し、若しくは作成し
た個人情報が記録
された資料等を、
発注者の承諾なし
に複写し、又は複
製してはならない。

本委託業務において利用する個人情報について、データバックアップを除き、発注者の承諾なしに複写し、又
は複製してはならないことを理解していますか

本委託業務において利用する個人情報について、データバックアップを除き、発注者の承諾なしに複写し、又
は複製してはならないことを従事者に周知し、理解させていますか

委託業務外での発注者の承諾なしに複写し、又は複製してはならないことを従事者に周知させ、理解させた
結果を記録していますか

本委託業務において利用する個人情報について、受託業務外での利用が禁止であることを理解しています
か

本委託業務において利用する個人情報について、受託業務外での利用が禁止であることを従事者に周知
し、理解させていますか

受託業務外での利用が禁止であることを従事者に周知させ、理解させた結果を記録していますか

本委託業務において利用する個人情報について、発注者の承諾なしに第三者へ提供してはならないことを理
解していますか

本委託業務において利用する個人情報について、受託業務外での第三者への提供が禁止であることを従事
者に周知し、理解させていますか

受託業務外での第三者への提供が禁止であることを従事者に周知し、理解させた結果を記録していますか

第１１条
適正管理

受注者は、この契
約による事務を処
理するため発注者
から引き渡しを受
け、又は受注者自
らが収集し、若しく
は作成した個人情
報の滅失及び毀損
の防止に関する措
置を講じなければ
ならない。

本委託業務において利用する個人情報について、滅失及びき損の防止に関する措置を講じなければならな
いことを理解していますか

本委託業務において利用する個人情報について、滅失及びき損の防止に関する措置を講じなければならな
いことを従事者に周知し、理解させていますか

本委託業務において利用する個人情報について、滅失及びき損の防止に関する措置を講じなければならな
いことを従事者に周知させ、理解させた結果を記録していますか

第１０条
複写、複
製の禁止
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記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

14 1 ☆ 個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を限定することができますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのように限定することができますか。以下のうち当てはまる項目一つにチェックしてください

□ 1.作業場所は事業所内に限定し、さらに事業所内の特定の空間に限定する

□ 2.作業場所は事業所内に限定する

□ 3.作業場所は限定するが、事業所外の不特定箇所での利用を前提とする

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（いいえを選択した場合）

作業場所を限定できない理由を記述してください

2
☆

□ はい □ いいえ

作業場所に変更があった場合、作業場所の変更に関する記録を残すことができますか

□ はい □ いいえ

3 ☆ 従事者には、貴社が発行する従事者である証明書を常時携帯させていますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

従事者に対する従事者である証明書携帯に関する指導が適切になされていますか

□ はい □ いいえ

15 1
☆

□ はい □ いいえ

第１２条
作業場所
の特定

作業場所に変更がある場合は、変更する前に作業場所に関する情報を更新して書面等により申請し、発注
者から承認を得ることができますか

2　受注者は、発注
者の事務所内に作
業場所を設置する
場合は、責任者及
び従事者に対し
て、受注者が発行
する従事者である
証明書を常時携帯
させ、事業者名が
分かるようにしなけ
ればならない。

　受注者は、個人
情報を取り扱う場
所（以下「作業場
所」という。）を定
め、あらかじめ発
注者に届け出し必
要に応じその場所
を発注者及び責任
者の立ち会いのも
と事前に確認し承
認を得なければな
らない。これを変更
しようとするときも、

同様とする。

第１３条
個人情報
の管理

　受注者は、業務
において利用する
個人情報を保持し
ている間は、次の
各号の定めるとこ
ろにより、個人情報
の管理を行わなけ
ればならない。

本委託業務において利用する個人情報を保持している間、個人情報の秘匿性等その内容に応じて、個人情
報の管理に努めなければならないことを理解していますか
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記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

2
☆

□ はい □ いいえ

3
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのような方法で確認されていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ ＩＤカードや生態認証等認証装置を用いた施錠が行われている

□ 受付等、有人による認証が行われている

□ 物理的な鍵による施錠が行われている

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

4 入出資格の申請、審査、登録、抹消　等に関する手続きを社内ルール等に定めていますか

□ はい □ いいえ

5 入出資格に関する棚卸を定期的に行っていますか

□ はい □ いいえ

6 ユーザIDによる認証が行われている場合、ユーザIDの共用を禁止していますか

□ はい □ いいえ

7

□ はい □いいえ

（いいえを選択した場合）

□ 管理責任者が必要性等を勘案し臨時に許可を与えている場合

□ 有資格者と同伴であった場合

□ その他（具体的に： ）

8 ☆ 個人情報が保管された部屋又は場所の施錠について、社内ルール等に定めていますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのような場合に施錠されますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ 個人情報は施錠できる机、戸棚等に保管されており、使用時だけ施錠が解除される

□ 部屋に誰もいなくなる場合は必ず施錠される

□ 時間指定で（例えば夜間中等）施錠される

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

9 ☆ 個人情報が保存された場所への入退出を記録していますか

□ はい □ いいえ

第１３条
個人情報
の管理

(1)施錠が可能な保
管庫又は施錠若し
くは入退室管理の
可能な保管室で厳
重に個人情報を保
管すること。また、
これらの設備の設
置状況を発注者に
報告すること。

本委託業務において利用する個人情報は、施錠できる保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室
に保管することができますか

個人情報が保管された部屋（個人情報を保存したサーバ・ＰＣの設置場所含む）への入退室に際して、入出
資格の確認を行っていますか

個人情報が保存された場所への入退室に際して、入出資格を持たない者が臨時に入室することはできませ
んか

どのような場合に入出資格を持たない者の入出が許可されますか。以下のうち当てはまる項目すべてに
チェックしてください
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記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

10 ☆ 個人情報を指定された場所以外に持ち出してはならないことを、社内ルール等に定めていますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 定期的な教育・研修

□ 定期的な周知連絡

□ 責任者等による定期的なチェック

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

11 ☆ 本委託業務において利用する個人情報を、指定した場所以外に持ち出しませんか

□ はい □ いいえ

12 ☆ 個人情報が保存された電子媒体を外部に持ち出す場合、データ保護措置を実施していますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのように実施されていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ 個人情報ファイルが暗号化された状態で媒体へ記録されている

□ （ＰＣに保存されたものを持ち出す場合）ＢＩＯＳレベルのユーザ認証をされている

□ （ＰＣに保存されたものを持ち出す場合）ハードディスクが暗号化されている

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

13 ☆ 原則的に個人情報ファイルの複製を行ってはいけないことを社内ルール等に定めていますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 定期的な教育・研修

□ 定期的な周知連絡

□ 責任者等による定期的なチェック

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

14 個人情報の複写を許可する場合はありませんか

□ はい □ いいえ

（いいえを選択した場合）

どのような場合に許可しますか。記述してください

15 ☆ 発注者から委託された個人情報の複写を行いませんか

□ はい（行わない） □ いいえ（行う）

（いいえを選択した場合）

☆ どのような場合に複写を行いますか。記述してください

(3)発注者の承諾を
得て個人情報を電
子データで持ち出
す場合は、電子
データの暗号化処
理又はこれと同等
以上の保護措置を
施すこと。

(4)事前に発注者の
承認を受けて、業
務を行う場所で、
かつ業務に必要最
小限の範囲で行う
場合を除き、個人
情報を複製又は複
写しないこと。

複写してはならないことは、どのように周知徹底されてますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックし
てください

第１３条
個人情報
の管理

(2)発注者が指定し
た場所へ持ち出す
場合を除き、個人
情報を定められた
場所から持ち出さ
ないこと。 個人情報を指定された場所以外に持ち出してはならないことは、どのように周知徹底されてますか。以下のう

ち当てはまる項目すべてにチェックしてください
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記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

16 ☆ 個人情報を移送する場合の体制を明確にすることができますか

□ はい □ いいえ

17 ☆ 個人情報の移送に関して、記録を残すことができますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

残された記録から何が明らかになりますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ 移送者

□ 移送日時

□ 移送元及び移送先

□ 移送経路

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

18 ☆ 個人情報の移送に関して、紛失や盗難を防止するための措置を実施していますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのような措置を実施していますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ 個人情報記録と他の運送物との混同が防止されている

□ 運搬用車両から離れる際、すべてのドアを施錠している

□ 個人情報を運搬するときは、施錠できる運搬用ケースを使用している

□ 運送業者と秘密保持に関する誓約が取り交わされている

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

19 ☆ 個人情報の改ざんや破損に備え、バックアップを取得していますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

☆

□ はい □ いいえ

20 ☆ 個人情報の台帳を作成し、保護対象の個人情報を記録していますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

当該台帳から明らかになる事柄すべてにチェックしてください

□ 個人情報名が判明する

□ 個人情報の保有者又は管理者が判明する

□ 個人情報の保管場所が判明する

□ 個人情報の使用場所が判明する

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(7)個人情報を管理
するための台帳を
整備し、個人情報
の利用者、保管場
所その他の個人情
報の取扱いの状況
を当該台帳に記録
すること。

(5)個人情報を移送
する場合、移送時
の体制を明確にす
ること。

(6)個人情報を電子
データで保管する
場合、当該データ
が記録された媒体
及びそのバックアッ
プの保管状況並び
に記録されたデー
タの正確性につい
て、定期的に点検
すること。

バックアップデータに対して、定期的に保管状況及びデータ内容の完全性についての点検を行っていますか

第１３条
個人情報
の管理
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記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

21
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのような措置が実施されていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ 個人情報が保存されたノートＰＣ等に盗難防止用チェーンが設置されている

□ 離席時にも端末等での正当な権限者以外の者による窃視防止の対策が実施されている

□ 個人情報が保存されているサーバやPCへのリモート接続が制限されている

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

22 ☆ 個人情報を取り扱うサーバやPCにアクセスできる者について、社内ルール等に規定していますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのようなことを規定していますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ 操作者を定めることが規定されている

□ 管理責任者を定めることが規定されている

□ 管理責任者と操作者のみしかアクセスすることができないことが規定されている

□ 代行操作が認められており、代行できる者についての基準が規定されている

□

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

23 ☆ 個人情報を取り扱うサーバやPCにアクセスするために、IDごとの本人認証を行っていますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのように本人認証が行われていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ 指紋、虹彩等の生体認証を使用して認証を行っている

□ ICカード等のセキュリティデバイスを使用して認証を行っている

□ ID/パスワードにて認証を行っている

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

24

□ はい □ いいえ

25 個人情報を取扱っているサーバやPCへのアクセスが行われた場合のアクセスログを残していますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

取得されたアクセスログは定期的に確認されていますか

□ はい □ いいえ

26 ☆ 個人情報が記録された外部記録媒体に対して、真正性確保のための措置を実施していますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのような措置を実施していますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ 個人情報ファイルは書き込みが禁止になっている

□ 媒体を変更したり、更新する際に、明確な記録が行われている

□ 媒体に保存されたファイルの変更の有無が分かるようになっている

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

個人情報を取り扱うサーバやPCへのアクセス権限は定期的に棚卸（※）が行われていますか　（※アクセス
権限の棚卸：不要になったアクセス権限が残っていないかを、帳簿等と付け合せ確認すること）

(8)個人情報の紛
失、漏えい、改ざ
ん、破損その他の
事故（以下「個人情
報の漏えい等の事
故」という。）を防
ぎ、真正性、見読
性及び保存性の維
持に責任を負うこ
と。

個人情報が保存された機器について、個人情報の紛失や漏洩を防止するための措置を実施していますか

代行操作が認められており、代行者、被代行者、代行の日時に関する情報を、管理・記録することが規
定されている

第１３条
個人情報
の管理
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記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

27
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのような措置が実施されていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ ネットワーク上のデータが暗号化されている

□ 通信相手先が正当であることを認識するための相互認証が行われている

□ ネットワーク上で、個人情報が改ざんされていないことを保障できる機能がある

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

28

□ はい □ いいえ

29
☆

□ はい □ いいえ

30
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのように指導されていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ 定期的な教育・研修

□ 定期的な周知連絡

□ 責任者等による定期的なチェック

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

31
☆

□ はい □ いいえ

32
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 定期的な教育・研修

□ 定期的な周知連絡

□ 責任者等による定期的なチェック

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

33 ☆ 従事者は個人情報を取り扱うに私用パソコンや私用外部記録媒体等を持ち込んでいませんか

□ はい □ いいえ

個人情報の授受を行うネットワークについて、個人情報の改ざんや漏洩を防止するための措置を実施してい
ますか

個人情報の変更が行われた際には、作成責任者の氏名等の識別情報、及び正確な時刻情報を用いた作成
日時を記録していますか

システム開発におけるテストは擬似の個人情報を利用する等、実際の個人情報を利用する機会は必要最低
限となるようにしていますか

作業場所のＰＣ（※個人所有物も含む）にウィルス対策ソフトを導入しなければならないこと、またウィルス定
義ファイルを常に最新化しておかなければならないことを、従事者に対し指導していますか

(8)個人情報の紛
失、漏えい、改ざ
ん、破損その他の
事故（以下「個人情
報の漏えい等の事
故」という。）を防
ぎ、真正性、見読
性及び保存性の維
持に責任を負うこ
と。

第１３条
個人情報
の管理

個人情報を取り扱うPCにはウィルス対策ソフトをインストールしており、常に最新の定義ファイルに更新してい
ますか

(9)作業場所に、私
用パソコン、私用
外部記録媒体その
他の私用物を持ち
込ませないこと。

従事者が個人情報を取り扱う場所に私用パソコンや私用外部記録媒体等を持ち込むことを禁止していますか

持ち込み禁止であることはどのように徹底されていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてく
ださい
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記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

34

☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 定期的な教育・研修

□ 定期的な周知連絡

□ 責任者等による定期的なチェック

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

35
☆

□ はい □ いいえ

16 1 ☆ 個人情報の受渡しの手順を定めていますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

どのような手順を定めていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

□ 個人情報の受渡しは、発注者が指定した日時及び場所で行うことになっている

□ 個人情報の受渡し後に、受注者は、受領を示す証拠（預り証）を発注者に提出している

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

2
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

本委託業務において利用する個人情報の受渡しについて、記録を残すことができますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 受領の担当者が判断できる

□ 受領の処理内容が判断できる

□ 個人情報の内容が判断できる

□ 個人情報の件数が判断できる

□ 利用媒体が判断できる

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

情報漏洩につながるようなアプリケーションのインストール禁止はどのように徹底されていますか。以下のうち
当てはまる項目すべてにチェックしてください

従事者は個人情報を取り扱う場所のPCに情報漏洩につながるようなアプリケーションをインストールしていま
せんか

第１４条
受渡し・運
搬

　受注者は、発注
者受注者間の個人
情報の受渡し・運
搬に関しては、電
子メールやファクス
は用いず、原則発
注者受注者職員の
立ち会いのもと発
注者が指定した手
段、日時及び場所
で行った上で、受
注者の責任で行う
ものとし、その経費
は受注者の負担と
する。その際発注
者に個人情報の預
り証を提出しなけ
ればならない。

本委託業務において利用する個人情報の受渡しに際し、発注者へ個人情報の預り証を提出することができますか

個人情報の受渡しの記録から何が判断できますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

第１３条
個人情報
の管理

(10)個人情報を利
用する作業を行う
パソコンに、個人情
報の漏えいにつな
がると考えられる
業務に関係のない
アプリケーションを
インストールしない
こと。

個人情報を取り扱うPCに情報漏洩につながるようなアプリケーション(※)をインストールすることを禁止してい
ますか　(※情報漏洩につながるようなアプリケーション：ウィニー、シェアといったP2Pソフト等のこと)
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記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

17 1 ☆ 発注者の許可無く個人情報の廃棄を行ってはいけないことを理解していますか

□ はい □ いいえ

2 ☆ 個人情報を発注者へ返却するときの手順を定めていますか

□ はい □ いいえ

3 ☆ 個人情報を発注者へ返却するとき、返却の記録を残すことができますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 返却の日時が判断できる

□ 返却の担当者が判断できる

□ 返却の処理内容が判断できる

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

4 ☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

☆

□ はい □ いいえ

個人情報の廃棄又は消去の具体的な方法や手段を記述してください

個人情報の廃棄又は消去の記録を残すことができますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 廃棄又は消去を実施した年月日が判断できる

□ 廃棄又は消去を実施した担当者が判断できる

□ 廃棄又は消去の方法や手段が判断できる

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

個人情報の廃棄又は消去は発注者の立会いのもとで行うことができますか

□ はい □ いいえ

（いいえを選択した場合）

個人情報の廃棄又は消去を行うことができない理由を記述してください

5 ☆ （個人情報の複製物がある場合）

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ はい □ いいえ

個人情報の複製物の廃棄又は消去の具体的な方法や手段を記述してください

個人情報の廃棄又は消去の記録から何が判断できますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェッ
クしてください

業務完了後又は業務に必要なくなった時点で個人情報の複製物を廃棄又は消去することができますか

個人情報の複製物の廃棄または消去の際には、電磁的記録媒体等に記録されているデータが判読できない
よう必要な措置を実施することができますか

第１５条
個人情報
の返還又
は廃棄

　発注者から引き
渡された個人情報
のほか、この契約
による業務を処理
するために発注者
の指定した様式に
より、及び発注者
の名において、受
注者が取得し、作
成し、加工し、複写
し、又は複製等し
た個人情報は、発
注者に帰属するも
のとする。
2　受注者は、委託
業務完了時に、発
注者の指示に基づ
いて、前項の個人
情報を返還し、廃
棄し、又は消去しな
ければならない。
3　受注者は、第1
項の個人情報を返
還するする場合
は、全ての資料（資
料名称や情報項
目、媒体名、数量
等の内容がわかる
もの）の明細ととも
に返還し、複製さ
れた資料等がない
ことを証する書面を
発注者に提出しな
ければならない。
4　受注者は、第1
項の個人情報を廃
棄、又は消去する
場合、当該個人情
報が記録された電
磁的記録媒体の物
理的な破壊その他
当該個人情報を判
読及び復元できな
いように確実な方
法で廃棄し、又は
消去しなければな
らない。
5　受注者は、第1
項の個人情報を廃
棄し、又は消去し
た時は、完全に廃
棄し、又は消去し
た旨の証明書（情
報項目、媒体名、
数量、廃棄若しくは
消去の方法、責任
者、廃棄又は消去
の年月日が記載さ
れた書面）を発注
者に提出しなけれ
ばならない。
6　受注者は、廃棄
又は消去に際し、
発注者から立会い
を求められたとき
はこれに応じなけ
ればならない。

個人情報返却の記録から何が判断できますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

本委託業務において利用する個人情報が不必要となった場合、廃棄又は消去することができますか

個人情報の廃棄または消去の際には、電磁的記録媒体等に記録されているデータが判読できないよう必要
な措置を実施することができますか

17



記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

個人情報の複製物の廃棄又は消去の記録を残すことができますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 廃棄又は消去を実施した年月日が判断できる

□ 廃棄又は消去を実施した担当者が判断できる

□ 廃棄又は消去の方法や手段が判断できる

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

提供された個人情報の複製物の廃棄又は消去は発注者の立会いのもとで行うことができますか

□ はい □ いいえ

（いいえを選択した場合）

個人情報の複製物の廃棄又は消去を行うことができない理由を記述してください

6
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ はい □ いいえ

（いいえを選択した場合）

複製された資料等がないことを証する書面を提出することができない理由を記述してください

業務完了後、発注者から提供を受け、又は自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された全ての資
料等は、その契約完了後直ちに発注者に返還することができますか

廃棄又は消去の記録から何が判断できますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

第１５条
個人情報
の返還又
は廃棄

　発注者から引き
渡された個人情報
のほか、この契約
による業務を処理
するために発注者
の指定した様式に
より、及び発注者
の名において、受
注者が取得し、作
成し、加工し、複写
し、又は複製等し
た個人情報は、発
注者に帰属するも
のとする。
2　受注者は、委託
業務完了時に、発
注者の指示に基づ
いて、前項の個人
情報を返還し、廃
棄し、又は消去しな
ければならない。
3　受注者は、第1
項の個人情報を返
還するする場合
は、全ての資料（資
料名称や情報項
目、媒体名、数量
等の内容がわかる
もの）の明細ととも
に返還し、複製さ
れた資料等がない
ことを証する書面を
発注者に提出しな
ければならない。
4　受注者は、第1
項の個人情報を廃
棄、又は消去する
場合、当該個人情
報が記録された電
磁的記録媒体の物
理的な破壊その他
当該個人情報を判
読及び復元できな
いように確実な方
法で廃棄し、又は
消去しなければな
らない。
5　受注者は、第1
項の個人情報を廃
棄し、又は消去し
た時は、完全に廃
棄し、又は消去し
た旨の証明書（情
報項目、媒体名、
数量、廃棄若しくは
消去の方法、責任
者、廃棄又は消去
の年月日が記載さ
れた書面）を発注
者に提出しなけれ
ばならない。
6　受注者は、廃棄
又は消去に際し、
発注者から立会い
を求められたとき
はこれに応じなけ
ればならない。

返還する資料については、資料名称や個人情報の項目、媒体名、数量等内容のわかる明細とともに引き渡
すことはできますか

複製された資料等がないことを証する書面を提出できますか。
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記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

18 1

☆

□ はい □ いいえ

2
☆

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 証拠保全に関する活動について記載されている

□ 被害拡大の防止に関する活動について記載されている

□ 復旧に関する活動について記載されている

□ 再発防止に関する活動について記載されている

□ 地方公共団体への連絡に関する活動について記載されている

（連絡に関する活動が記載されている　にチェックした場合）

□ 個人情報の内容

□ 個人情報の数量

□ 事件又は事故の発生場所

□ 発生状況等

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

3
☆

□ はい □ いいえ

何について連絡するよう定められていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

第１６条
事故時等
の対応

　受注者は、この
契約による業務の
処理に関して個人
情報の漏えい等の
事故が発生し、又
は発生するおそれ
がある場合は、そ
の事故等に係る帰
責の有無に関わら
ず、直ちに発注者
に対して、当該個
人情報の漏えい等
の事故に係る個人
情報の内容、数
量、発生場所、発
生状況等を報告
し、その指示に従
わなければならな
い。

セキュリティ事故が発生した場合は、その事故発生に係る帰責の有無にかかわらず、直ちに発注者に、個人
情報の内容、数量、事件又は事故の発生場所、発生状況等を書面により報告し、発注者の指示に従わなけ
ればならないことを理解していますか

2　受注者は、前項
の個人情報の漏え
い等の事故が発生
し、又は発生する
おそれがある場合
に備え、発注者そ
の他の関係者との
連絡、証拠保全、
被害拡大の防止、
復旧、再発防止の
措置を迅速かつ適
切に実施するため
に、緊急時対応計
画を定めなければ
ならない。

個人情報の紛失、漏洩、改ざん、破損その他の事故が発生した場合に備え、措置を迅速に行うための緊急
時対応計画を定めていますか

緊急時対応計画には、何について記載していますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

緊急時対応計画のコピーを提出してください。また、当該資料の名称及び参照箇所を下記に記述してください

3　発注者は、業務
に関し個人情報の
漏えい等の事故が
発生した場合は、
必要に応じて当該
事故に関する情報
を公表することが
できる。
4　受注者は、発注
者と協議の上、二
次被害の防止、類
似事案の発生回避
等の観点から、可
能な限り当該個人
情報の漏えい等の
事故に係る事実関
係、発生原因及び
再発防止策の公表
に努めなければな
らない。

セキュリティ事故が発生した場合、発注者により当該事故の内容等の公表を必要に応じ行うことができること
を理解していますか
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記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

19 1 ☆ 個人情報の取扱い状況について定期的に報告する手順や方法を定めていますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 報告体制（報告元・報告先）が明確になっている

□ 報告時期が明確になっている

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 業務の進捗状況

□ 処理態様

□ 処理の実績

□ 処理に要した時間等

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

個人情報の取扱い状況について定期的に報告した結果を記録することができますか

□ はい □ いいえ

2 ☆ 緊急時の報告について手順や方法を定めていますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ 報告体制（報告元・報告先）が明確になっている

□ 緊急時の対応が明確になっている

□ その他　　（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

☆

20 1 □ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

発注者の指示について、従事者に周知させ、理解させることはできますか

□ はい □ いいえ

□ はい □ いいえ

報告手順からはどのようなことが明確になっていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてくだ
さい

定期的な報告の内容には何が含まれていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてください

報告手順からはどのようなことが明確になっていますか。以下のうち当てはまる項目すべてにチェックしてくだ
さい

第１７条
定期報告
及び緊急
時報告

不適当な個人情報の取扱いについて発注者より指示があったとき、対応可能な体制を整えていますか

発注者の指示により不適当な個人情報の取扱いについて、改善の状況について報告することはできますか

1 　受注者は、発
注者から、個人情
報の取扱いの状況
について報告を求
められた場合は、
直ちに報告しなけ
ればならない。

2　 受注者は、個
人情報の取扱いの
状況に関する定期
報告及び緊急時報
告の手順を定めな
ければならない。

20



記入欄の☆印は確認の必須項目とする

項番 点検項目 参照条文 記入欄

☆ 個人情報の取扱いの状況について、報告可能な体制を整えていますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

個人情報の取扱いに関する記録について、社内ルール等に定めていますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

個人情報の取扱いに関する記録が残されていますか

21 1 □ はい □ いいえ

個人情報の取扱いの状況について、実地の調査に対応可能な体制を整えていますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ はい □ いいえ

22 1 ☆ 監査に対応可能な体制を整えていますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

個人情報保護に関する対応の記録について、社内ルール等に定めていますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

個人情報保護に関する対応の記録が残されていますか

□ はい □ いいえ

情報セキュリティに関する監査に対応するための責任者及び担当者を定めていますか

□ はい □ いいえ

（はいを選択した場合）

□ はい □ いいえ

上記記入のとおり一切相違ありません

住所

商号又は名称

代表者氏名

㊞

第１８条
監査及び
検査

　発注者は、この
契約による業務の
処理に係る個人情
報の取扱いについ
て、本特記仕様書
に定める措置が講
じられているかどう
か検証し、及び確
認するため、受注
者及び再委託先に
対して、監査又は
検査を行うことがで
きる。
2　発注者は、前項
の目的を達するた
め、受注者に対し
て必要な情報を求
め、又はこの契約
による業務の処理
に関して必要な指
示をすることができ
る。

情報セキュリティに関する監査に対応するための責任者及び担当者を明文化した体制図、体制表又は社内
ルール規定が存在しますか

個人情報の取扱いに関する実地の調査に対応するための責任者及び担当者を明文化した体制図、体制表
又は社内ルール規定が存在しますか

第１７条
定期報告
及び緊急
時報告

3　発注者は、必要
があると認めるとき
は、この契約によ
る業務の処理に伴
う個人情報の取扱
いの状況につい
て、受注者に報告
させ、又は随時実
地に調査すること
ができるものとする
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